
平成１８年３月期    決算短信（連結）         平成１８年５月２３日

     
 上 場 会 社 名      中日本興業株式会社             上 場 取 引 所   名古屋市場 
 コ ー ド 番 号      ９６４３                   本社所在都道府県   愛 知 県 
  （ＵＲＬ http://www.nnk-cinema.co.jp   ） 

 代    表    者    役職名 取 締 役 社 長    氏名 服部 清純 
 問 合 せ 先 責 任 者     役職名  執行役員  経理部部長  氏名 三田 則男     ＴＥＬ   （０５２）５５１－０２７４ 
 決算取締役会開催日   平成１８年５月２３日         

 米国会計基準採用の有無    無 

 １．１８年３月期の連結業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

 (1)連結経営成績                                   （単位：百万円未満切捨） 
 

 売上高 営業利益 経常利益 

 
 １８年３月期 
 １７年３月期 

       百万円     ％
  ２，７０７  （ ２７．６）
  ２，１２０  （ ２５．６）

      百万円      ％
        △２３  （    －   ）
    ４６    （  ４２.４ ）

      百万円     ％
      １９  （ △７９．８）
    ９７  （    ４.６）

 

 
 
 
  

   当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率 

総資本 

 経常利益率 

売上高 

 経常利益率

 
 １８年３月期 
 １７年３月期 

   百万円    ％ 
   １７（△６９．４）   １２ ５７
   ５７（△１２．８）    ８５ ６４

     円 銭      円   銭      ％ 
  ０．５ 
   １．７ 

     ％ 
  ０．５ 
  ２．３ 

     ％
  ０．７ 
  ４．６ 

 

 
（注） ①持分法投資損益 １８年３月期         百万円  １７年３月期        百万円 
   ②期中平均株式数（連結） １８年３月期 ５３９，４７８株   １７年３月期 ５３９，６０８株 
   ③会計処理の方法の変更   有 
   ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパ－セント表示は、対前期増減率 
 
 (2)連結財政状態 
 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
 １８年３月期 
 １７年３月期 

        百万円 
   ４，３６１ 
   ４，２０９ 

        百万円 
   ３，５３１ 
   ３，４６５ 

        ％ 
    ８１．０ 
    ８２．３ 

       円   銭 
  ６，５２６  ８７ 
  ６，４０１  ６４ 

 

 
（注）期末発行済株式数 １８年３月期 ５３９，４３５株   １７年３月期 ５３９，５２０株 
 
 (3)連結キャッシュ・フロ－の状況 
 

 営業活動による 

キャッシュ・フロ－ 

投資活動による 

キャッシュ・フロ－ 

財務活動による 

キャッシュ・フロ－

現金及び現金同等物 

期  末  残  高 

 
 １８年３月期 
 １７年３月期 

        百万円 
   △  ８０  
     １２０ 

        百万円 
    ３６８ 
      ３０５ 

       百万円
  △  ３３  
   △  ８９ 

         百万円 
     ９４５  
      ６８９ 

 

 
 
 (4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
  連結子会社数 ２社  持分法適用非連結子会社数 －社  持分法適用関連会社数 －社 
 
 (5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
  連結（新規） －社 （除外） － 社      持分法（新規） －社 （除外） －社 

 

 ２．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 
 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 
 中 間 期 
 通   期 

           百万円 
    １,４０９ 
     ２,８８２ 

            百万円 
        ５５ 
        ７１ 

            百万円
        ３５ 
             ５１ 

 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   ９４円５４銭 
 
※業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な 
 要因によって予想数値と異なる場合があります。 



 

            企業集団の状況

 

 

  当社グル－プは、当社及び２社の子会社によって構成されており、連結子会社は 

 ２社であります。 

  当社グル－プの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントの関連は次の 

 とおりであります。なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

 

  シネマ    映画興行、不動産賃貸 

         中日本興業株式会社 

 

  ﾘﾗｸｾﾞｰｼｮﾝ   飲食店、浴場施設等 

           株式会社Ｊｉ．Ｃｏｏ． 

 

  カルチャー  書籍、映像ソフト、音楽ソフト等の販売及び映像ソフト、音楽ソフト 

のレンタル、看板の製作、広告代理店等 

         中日本商事株式会社 
  
 
                           １００％ 

 

 

 

中日本興業株式会社 

（シネマ） 

 

  

中日本商事株式会社 

（カルチャー） 

 

 

 

１００％ 
 

株式会社Ｊｉ．Ｃｏｏ． 

（ﾘﾗｸｾﾞｰｼｮﾝ） 

 

 

 

 

  （注）１．パ－センテ－ジは子会社の議決権に対する当社の所有割合であります。 

     ２．（ ）書きは種類別セグメントであります。 
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経 営 方 針

 

 

１．経営の基本方針 

  当社グループは、サービス業を通じて地域社会に貢献するとともに、お客様に感動のある 

 サービスを提供することを経営の基本方針としております。 

    

２．利益配分に関する基本方針 

  今後とも長期的に安定した経営基盤の確保に努め、業績及び配当性向等を総合的に勘案し 

 て安定した配当を維持していくことを基本として経営にあたる方針でございます。 

  内部留保金につきましては、財務体質の向上を図りながら設備投資資金等に活用する予定 

 であります。 

 

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針 

  投資単位の引下げに関しましては、株式の流動性を高めより広い投資家の参加を促すため 

 の有用な施策のひとつと認識しております。現状では、当社株式の株価水準、流動性などに 

 照らし、いまだ実施すべき状況にあると判断するに至ってはおりませんが、今後とも重要課 

題として検討してまいります。 

 

４．中長期的な経営戦略 

  近郊のシネマコンプレックスとの競争の激化など、当社グル－プをとりまく環境は厳しい 

 状況で推移しております。このような状況のもと、当社グル－プといたしましては機構改革･ 

意識改革を推進するとともに、子会社を通じて新規事業の展開を進めていく所存であります。 

   

５．対処すべき課題 

  シネマ部門では、平成１９年春に名古屋駅前の「ミッドランド スクエア」内に、松竹株式会 

社と共同事業体として運営する７スクリーン都市型シネマコンプレックス「ミッドランド ス 

クエア シネマ」がオープンいたします。 平成１９年春以降は、既存のピカデリー１～６と合 

わせて１３スクリーン体制となり、名古屋駅前の立地の優位性をさらに高めてまいります。 

 リラクゼーション部門では、スーパー銭湯「太平温泉 天風の湯」が平成１８年４月でオープンし 

て３年目に入り、今まで以上に顧客満足度の高い施設を目指します。 

 カルチャー部門では、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社のフランチャイズ店である 

「ＴＳＵＴＡＹＡミユキモール庄内通り店」が平成１８年４月でオープンして２年目に入り、会員 

の一層の囲い込みを目指します。 

  

６．親会社等に関する事項 

  該当事項はありません。 
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経営成績及び財政状態

 

１．経営成績 

（１）当期の概況 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な個人消費や設備投資に支えられ、全体として 

着実な景気回復が見られました。 

  映画興行界におきましては、平成１７年の全国入場人員は前年比５．７％減の１億６０百万 

人となり、興行収入も前年比６．０％減の１,９８１億円となりました。一方、スクリーン数は 

前年比３．６％増の２,９２６スクリーンとなりました。 

 このような経営環境のもとシネマ部門では、当連結会計年度より全洋画配給会社の作品を獲 

得し上映できるようになり、これにより顧客のニーズにあった一層幅広い番組編成が可能とな 

りました。さらに、映画会社との共同の割引キャンペーンや当社独自のイベント・タイアップ 

企画などにより、観客動員につなげるため鋭意努力してまいりました。 

 リラクゼーション部門では、スーパー銭湯「太平温泉 天風の湯」が地元に密着した“癒しの湯” 

の施設として定着し、順調な業績で推移いたしました。 

 カルチャー部門では、平成１７年４月より営業を開始した「ＴＳＵＴＡＹＡミユキモール庄内 

通り店」が、前年度の売上実績を上回り順調に推移いたしました。 

  この結果、当連結会計年度の売上高は２７億７百万円（前期比２７．６％増）、営業損失は 

２３百万円、経常利益は１９百万円（前期比７９．８％減）、当期純利益は１７百万円（前期 

比６９．４％減）の増収減益となりました。 

  

（２）次期の見通し 

  次期の見通しにつきましては、個人消費の拡大等により景気は引き続き堅調に推移すると思 

われますが、原油高や金利上昇等による景気減速の懸念もあり、楽観できない状況が続くと思 

われます。 

このような状況のもと、当社グループとしましては一層の営業努力を重ね、収益の強化・安 

定に取り組んでまいります。以上により、売上高２８億８２百万円、経常利益７１百万円、当 

期純利益５１百万円を予想しております。 

 

 

２．財政状態 

  当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況としましては、営業活動によるキャッシュ・フ 

ローは△８０百万円で前期と比べ２億円の減少、投資活動のよるキャッシュ・フローは、３億 

６８百万円で前期と比べ６３百万円の増加、財務活動によるキャッシュ・フローは△３３百万 

円で前期と比べ５６百万円の増加でした。以上の結果、当連結会計年度の現金及び現金同等物 

の増加額は２億５５百万円となり、現金及び現金同等物の期末残高は９４５百万円となりまし 

た。 
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    ３．事業等のリスク 

      当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性のある重要なリスクには、以下のよ 

     うなものがあります。なお、文中の将来に関する内容については、当連結会計年度末現在において 

     判断したものであります。 

（１） 劇場用映画の興行成績に関するリスク 

 劇場用映画作品の興行成績は、作品による差異が大きく不安定であり、各作品の興行成績を予想 

することは常に困難であります。仮に、一定の成績に達しない作品が長期間にわたり継続した場合 

には、当社グループの経営成績、財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

（２） 多数の顧客を収容可能な営業施設における災害等の発生に関するリスク 

 当社グループは、映画館、飲食店、スーパー銭湯等の多数の顧客を収容可能な施設において営業 

を行なっており、それらの施設において、災害、衛生上の問題など顧客の安全にかかわる予期せぬ 

事態が発生しないという保証はありません。万一、そのような事態が発生した場合には、その規模 

によっては、当社グループの経営成績、財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
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              連  結  貸  借  対  照  表

                 平成１８年３月３１日現在     

 
                                （単位：千円未満切捨） 
 

 

    科       目  

 

    当連結会計年度 

（平成18年 3月 31日）  

 

    前連結会計年度 

（平成17年 3月 31日）  

     区    分 金  額 構成比 金  額 構成比 

           

増減金額 
 
   (△は減) 

    （資産の部） 

 流  動  資  産  

    現金及び預金 

    受  取  手  形  

    売  掛  金  

        有  価  証  券  

    たな卸資産 

    繰延税金資産 

    その他の流動資産 

    貸倒引当金 

 固  定  資  産  

  有形固定資産 

    建物及び構築物 

    機械装置及び運搬具 

    器具及び備品 

    土    地  

  無形固定資産 

        営 業 権 

    電話加入権 

  投資その他の資産 

    投資有価証券  

    差入保証金 

    長期前払費用 

    繰延税金資産  

 

    1,812,049 

      1,061,606 

           31,983 

           87,374 

          500,000 

          102,201 

            8,901 

           20,970 

     △     989 

    2,549,748 

    (1,495,186) 

     1,263,795 

           13,205 

          39,032 

     179,153 

      ( 81,291)

          80,000 

      1,291 

     ( 973,270)

      719,378 

      248,413 

       5,200 

        278 

 

   ％

  41.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  58.5 

  34.3 

 

 

 

 

 

 

   1.9 

 

  22.3 

 

     938,201

       805,991

           5,445

          83,534

           ― 

           5,584

           8,175

          30,228

     △    757 

   3,271,019 

   (1,544,467) 

    1,305,245

         14,126 

         45,943 

    179,153 

      (1,147) 

     ― 

     1,147 

    (1,725,404)

   1,518,384 

    201,548

       226 

      5,245

 

   ％ 

  22.3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  77.7 

  36,7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  41.0 

 

     873,848 

      255,615 

      26,538 

        3,840 

      500,000 

       96,617 

         726 

   △   9,258 

     △     232 

    △  721,271 

  (△  49,281)

    △  41,450 

   △     921 

   △   6,911 

               0 

     ( 80,144) 

         80,000 

         144 

  (△  752,134) 

△  799,006 

    46,865 

  4,974 

   △    4,967 

 

    資産合計     4,361,798  100.0     4,209,221  100.0       152,577 
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                                （単位：千円未満切捨） 
 

 
    科      目 

 
      当連結会計年度 

（平成18年3月31日） 

 
 前連結会計年度 

（平成17年3月31日） 

     区    分    金  額 構成比    金  額 構成比 

           
増減金額 

 
   (△は減) 

    （負債の部） 

  流 動 負 債 

   買掛金 

   未払金 

   未払法人税等 

   未払消費税等 

   未払費用 

   賞与引当金 

   その他の流動負債 

  固 定 負 債 

   役員退職慰労引当金 

   退職給付引当金 

   受入保証金 

   繰延税金負債 

 

     271,120 

    167,620 

         ― 

     15,780 

     23,516 

     32,194 

     11,000 

     21,009 

    558,954 

     76,933 

       48,019 

     363,396 

          70,605 

 

    ％

 

   6.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

  12.8 

 

 

     213,249 

    131,594 

       4,156 

     20,231 

      7,014 

     22,556 

     11,000 

     16,695 

    530,558 

     76,680 

       74,090 

     379,788 

      ― 

 

    ％ 

 

   5.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  12.6 

 

 

      57,871

       36,026 

   △   4,156

   △   4,451

     16,502 

       9,638 

              0

        4,314

       28,396

          253 

△  26,071

   △  16,392

         70,605 

    負債合計     830,074   19.0     743,808   17.7      86,266 

    （少数株主持分） 

   少数株主持分 

 

       ― 

 

 

 

 

      ― 

 

 

 

 

     ― 

    （資本の部） 

   資本金 

   資本剰余金 

   利益剰余金 

   その他 有価証券評価差額金 

   自己株式 

  資 本 合 計 

        

    270,000 

        13 

     3,075,826 

       191,050 

   △   5,167 

     3,531,723 

 

   6.2 

 

  70.5 

   4.4 

△0.1

81.0 

 

 

    270,000 

       13 

    3,102,116 

 97,608 

   △   4,325 

    3,465,413 

 

 

   6.4 

 

  73.7 

   2.3 

△0.1 

 82.3  

         

         0

          0

  △   26,290

         93,442 

  △    842

      66,310

 

   負債、少数株主持分 

及び資本合計 

    4,361,798  100.0    4,209,221  100.0      152,577 
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 連 結 損 益 計 算 書 

自平成１７年４月１日 至平成１８年３月３１日 

 
                                     （単位：千円未満切捨） 
 

 

 

 
    科     目 

 
    当連結会計年度 

（自 平成17年4月1日 

至 平成18年3月31日） 

 
   前連結会計年度 

（自 平成16年4月1日 

至 平成17年3月31日） 

     区   分     金  額 百分比    金  額 百分比 

                          

増減金額 
         
  
 
   ( △は減 ) 

 

     2,707,134 

    1,586,210 

    1,120,923 

       1,144,163 

    ％ 

  100.0

   58.6

   41.4

   42.3

 

    2,120,938 

    1,097,412 

    1,023,525 

        977,002 

    ％ 

 100.0 

  51.7 

  48.3 

  46.1 

 

      586,196  

        488,798 

        97,398 

         167,161

    △  23,239 

     ( 43,499) 

      33,097 

      10,402 

     (   567) 

              － 

            567 

 

△ 0.9

    1.6

 

 

 

 

 

      46,523 

     ( 51,521) 

      50,583 

        938 

     (   528) 

             391 

           137 

 

   2.2 

   2.4 

 

 

 

 

 

   △  69,762 

   (△   8,022)

   △  17,486 

        9,464 

       (    39)

     △      391 

             430 

        19,692 

     ( 33,860) 

      33,860 

       (  356) 

         356 

 

    0.7

    1.3

 

 

 

 

       97,515 

     (  －  ) 

        －  

      (  －  ) 

        － 

 

   4.6 

 

 

 

 

 

   △  77,823 

    (   33,860)

       33,860 

        (  356)

           356 

 

  売  上  高 

  売 上 原 価 

  売上総利益 

  販売費及び一般管理費 
 

  営業利益又は営業損失(△) 

  営業外収益 

   受取利息及び配当金 

   そ の 他 

  営業外費用 

     支払利息  

   そ の 他 

 

   経 常 利 益 

  特別利益 

   投資有価証券売却益 

   特別損失 

   固定資産除却損  

 

   税金等調整前当期純利益 

   法人税、住民税及び事業税 

   法人税等調整額 

   当 期 純 利 益 

           
 53,196 

        24,433 

         11,083 

           17,679 

   2.0

   0.9

   0.4

   0.7

          
 97,515 

         37,516 

        2,184 

         57,814 

  4.6 

  1.9 

   

  2.7 

 
   △   44,319

    △   13,083

        8,899

    △   40,135
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連 結 剰 余 金 計 算 書

自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日 

                          （単位：千円未満切捨） 
 

 

     科      目 

当連結会計年度 

（自 平成17年4月1日

至平成18年3月31日）

前連結会計年度 

（自 平成16年4月1日 

至平成17年3月31日） 

   増減金額 

(△は減) 

   

   〔資本剰余金の部〕 

 資本剰余金期首残高 

   

      13 

  

            13 

   

           0 

 資本剰余金期末残高       13       13       0 

  〔利益剰余金の部〕 

 利益剰余金期首残高   

  利益剰余金増加高  

   当期純利益 

 利益剰余金減少高 

    配当金 

    役員賞与 

   連結会社の増加に伴う 

   剰余金減少高 

 

     3,102,116  

     17,679  

        17,679 

       43,969 

      32,369 

       11,600    

 

          ― 

 

     3,093,204  

        57,814   

      57,814 

       48,901 

      37,777 

       10,000      

 

         1,124 

 

     8,912   

△  40,135 

△  40,135 

△   4,932 

 △   5,408 

        1,600 

            

   △   1,124 

 

連結剰余金期末残高 3,075,826 3,102,116    △  26,290 
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            連結キャッシュ・フロ－計算書

                                   （単位：千円未満切捨） 
 

  当連結会計年度 
  自 平成 17年 4月  1日 
  至 平成 18年 3月 31日 

  前連結会計年度 
  自 平成 16年 4月  1日 
  至 平成 17年 3月 31日 

 
 
      科        目 

    金  額     金  額 

 
         53,196 
         89,700 

232 
                 ― 
     △ 26,071 
     △ 33,097 
          356 
     △ 33,860 
     △ 30,378 
     △ 96,617 
           9,257 
     △ 46,865 
     △  4,973 
                301 
         36,025 
     △   4,156 
         16,502 
          9,638 
          4,313 
     △  11,600 
          252 
         △  16,392 

 
         97,515 
         94,243 

107 
         △   100 
     △  1,261 
     △ 50,583 
          ― 
             ― 
         29,152 
            727 
      △  13,028 
     △  6,399 
        907 
               2,899 
          2,433 
        4,156 
       6,421 
          5,917 
      △  5,788 
     △  10,000 
        5,579 
         △  16,392 

        △  84,235 
        33,097 
       △  28,885 

        146,508 

        50,583 
       △  76,395 

        △ 80,023 
 

        1,115,603 
         △ 625,833 

△  40,776 
△  80,144 

        120,696 

 

         400,000 
                ― 

△ 94,474 
                ― 

        368,850 
 

                ― 
△  32,369 
△     841 

        305,525 
 

        △   50,000  
△  37,777 
△   1,616 

      △  33,211       △  89,393 

         255,614 
        689,991 
                ― 

         336,828 
        312,092 
             41,071 

 

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ－ 
    税金等調整前当期純利益 
    減価償却費 
    貸倒引当金の増減額 
    賞与引当金の増減額 
    退職給付引当金の増減額 
    受取利息及び配当金 
    有形固定資産除却損 

投資有価証券売却益     
    売上債権の増減額 
    棚卸資産の増減額 
     その他の流動資産の増減額 
    差入保証金の増減額 
    長期前払費用の増減額 
    公社債償還差損   
      仕入債務の増減額 
    未払金の増減額 
    未払消費税の増減額 
    未払費用の増減額 
    その他の流動負債の増減額 
    役員賞与の支払額 
    役員退職慰労引当金増減額 

受入保証金の増減額 
 
       小      計 

    利息及び配当金の受取額 
    法人税等の支払額 
 

   営業活動によるキャッシュ・フロ－ 

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ－ 

    投資有価証券の売却による収入 
投資有価証券の取得による支出 
有形固定資産の取得による支出 

    無形固定資産の取得による支出   
 

   投資活動によるキャッシュ・フロ－ 

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ－ 

        短期借入れの返済による支出 
    配当金の支払額 
    自己株式の取得による支出 
 
   財務活動によるキャッシュ・フロ－ 
 
 Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 
 Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 

Ⅵ  新規連結に伴う現金及び現金同等物 

  の増加 

 Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高        945,606        689,991 

 

 

 

 

 



 

連結財務諸表作成の基本となる事項     

 

    １．連結の範囲に関する事項 

      連結子会社         ２社 

      中日本商事株式会社 

       株式会社Ｊｉ．Ｃｏｏ． 

      非連結子会社       なし。 

      

    ２．持分法の適用に関する事項 

      持分法を適用していない非連結子会社  なし。 

      関連会社           なし。 

 

    ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

      連結決算日と連結子会社の決算日は同一であります。 

 

    ４．会計処理基準に関する事項 

     ① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

       有価証券     

        その他有価証券 

         時価のあるもの     決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

         時価のないもの        移動平均法による原価法 

        たな卸資産                

親会社       最終仕入原価法 

          連結子会社  主として最終仕入原価法でありますが、中日本商事株式会社において 

               書籍等は売価還元法による原価法によっております。 

                    

     ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

       有形固定資産の減価償却方法   定額法を採用しております。 

        耐用年数は法人税の減価償却の方法と同一の基準によっております。 

         無形固定資産の減価償却方法   定額法を採用しております。 

 

     ③ 重要な引当金の計上基準 

       貸倒引当金       債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について 

                 は貸倒実績率により、特定のものについては個別に検討 

                 して計上しております。 

       賞与引当金       従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給 

                 見込額に基づき計上しております。 

       退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計期間末にお 

                 ける退職給付債務の見込額に基づき、当連結会計期間末 

                 において発生していると認められる額を計上しておりま 

                 す。 

       役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため会社規定に基づき 

                 計上しております。 
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     ④  重要なリ－ス取引の処理方法 

       リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・ 

       リ－ス取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっておりま 

       す。 

 

       ⑤ 消費税等の処理方法 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

       ⑥ 連結子会社の会計処理基準が親会社と異なる場合のその差異 

       親会社と連結子会社との会計処理基準の相違により連結純利益額等に重要な 

       影響を与えておりません。 

 

    ５．連結キャッシュ・フロ－計算書における資金の範囲 

     現金及び預金であり、預金のうち預入期間が３ヶ月を超える定期預金は除いております。 

 

 

 

〔会計処理方法の変更〕 

   固定資産の減損に係る会計基準 

  当連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定 

に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準 

  の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はありません。 
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〔注記事項〕 

    （連結貸借対照表関係） 

                        （当連結会計年度）  （前連結会計年度） 

    １．有形固定資産の減価償却累計額      765,273 千円     705,292 千円 

 

 

    （連結キャッシュ・フロ－計算書関係） 

    １．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目金額との関係 

         現金及び預金勘定                    1,061,606 千円 

         預入期間が 3ヶ月を越える定期預金         △  116,000 千円 

 

         現金及び現金同等物                   945,606 千円 

 

 

    （リ－ス取引関係） 

    リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引 

    １．リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

                       （当連結会計年度）    （前連結会計年度） 

                         器具備品         器具備品 

      取得価額相当額            76,677 千円        77,435 千円 

      減価償却累計額相当額         44,039           31,935 

      期末残高相当額            32,638           45,500 

 

    ２．未経過リ－ス料期末残高相当額 

                       （当連結会計年度）    （前連結会計年度） 

      １年内                16,011 千円          17,598 千円 

      １年超                16,626          27,902 

 

      合 計                32,638           45,500 

 

    なお、未経過リ－ス料期末残高相当額は、未経過リ－ス料期末残高が有形固定資産の期末 

    残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

                       （当連結会計年度）    （前連結会計年度） 

    ３．支払いリ－ス料           17,097 千円         16,834  千円 

      減価償却費相当額           17,097 千円         16,834  千円 

 

    減価償却費相当額の算定方法は、リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

    によっております。 
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セ グ メ ン ト 情 報

 

 １．事業の種類別セグメント情報 

  １．事業の種類別セグメント情報 

   当連結会計年度 （自平成１７年 ４月 １日 至平成１８年 ３月 ３１日） 
                                        （単位：千円未満切捨） 
 

  シネマ ﾘﾗｸｾﾞｰｼｮﾝ  カルチャー    計 消去又は全社  連  結 

 Ⅰ 売上高及び営業損益 

   売  上  高 

   ①外部顧客に対する売上高 

   ②セグメント間の内部売上高 
    又は振替高 

 

 

  1,247,404 

    91,248 

 

 

   615,693

      57

 

 

   844,036

    20,681

 

 

 2,707,134 

   111,987 

 

 

  ― 

(111,987) 

 

 

2,707,134

   ― 

 

         計   1,338,652    615,751    864,717  2,819,121 (111,987) 2,707,134

   営  業  費  用   1,357,930    596,693    887,737  2,842,360 (111,987)  2,730,373

   営  業  利  益 △ 19,278     19,058  △ 23,019  △ 23,239   ― △ 23,239

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

   資本的支出 

    資産 

 

 

  4,200,562

 

 

   72,866 

 

 

   88,370 

 

 

 4,361,798 

 

 

    ― 

 

 

 4,361,798

減価償却費      78,116     7,117     4,466     89,700     ―     89,700

資本的支出       1,154      130    39,492     40,776     ―     40,776

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によってる。 
   ２．各事業の主な内容 
   （１）シネマ    ･････映画興行、劇場内売店、富くじの受託販売、不動産賃貸、 
   （２）ﾘﾗｸｾﾞｰｼｮﾝ ･････飲食店、浴場施設等 
   （３）カルチャー･････書籍、映像ソフト、音声ソフト等の販売及び映像ソフト、音声ソフトのレンタル 
                           看板の製作、広告代理店等 
 
 
 
   前連結会計年度 （自平成１６年 ４月 １日 至平成１７年 ３月 ３１日） 

                                        （単位：千円未満切捨） 
 
 

 映画興行 ﾘﾗｸｾﾞｰｼｮﾝ    計  消去又は全社  連   結

 Ⅰ 売上高及び営業損益 

   売  上  高 

   ①外部顧客に対する売上高 

   ②セグメント間の内部売上高 
    又は振替高 

 

 

 1,509,295

   137,862

 

 

    611,643

       69

 

 

  2,120,938

    137,931

 

 

      ― 

  (137,931) 

 

 

  2,120,938

    ― 

         計   1,647,157     611,712   2,258,870   (137,931)  2,120,938

   営  業  費  用   1,631,573     580,772   2,212,346  (137,931)   2,074,414

 営  業  利  益      15,584      30,939      46,523       ―      46,523
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 Ⅱ 資産、減価償却費及び 

   資本的支出 

    資産 

 

 

 4,143,508

 

 

     65,712

 

 

  4,209,221

 

 

      ― 

 

 

  4,209,221

     減価償却費     54,464       7,692      62,156       ―      62,156

     資本的支出    701,988     18,213     720,202       ―     720,202

 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によってる。 
   ２．各事業の主な内容 
   （１）映画興行･････映画興行、劇場内売店、富くじの受託販売、不動産賃貸、看板の製作、広告代理店等 
   （２）ﾘﾗｸｾﾞｰｼｮﾝ･････飲食店、浴場施設等 
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有価証券  

 

    （当連結会計年度）  

    １．その他有価証券で時価のあるもの                 （単位：千円）  

 取得原価  連結貸借対照表計上額 差   額  

 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 
 （１）株式  

 
     144,881

 
     469,368 

 
324,487

     小   計        144,881       469,368      324,487

 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

 （１）株式  

（２）債券  

 
      53,029

          700,000

 
      52,200 

          697,760 

 
△   829 

△  2,240

 

     小   計       753,029      749,960    △    3,069
      合   計       897,910      1,219,328     321,417
 
    ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券            （単位：千円）  
 

売 却  額  売却益の合計額   

                  55,163                              33,860 
 
    ３．時価評価されていないその他有価証券               （単位：千円）  
 

内  容  連結貸借対照表計上額   

  非上場株式（店頭売買株式を除く）                                   50 

 

 

 

（前連結会計年度）  

    １．その他有価証券で時価のあるもの                 （単位：千円）  
 

 取得原価  連結貸借対照表計上額 差   額  

 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 
 （１）株式  
 （２）債券  

 
      93,380
      558,125 

 
     278,393 
      565,820 

 
185,013

       7,695

     小   計        651,505       844,214      192,708

 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

 （１）債券  

 
     702,616

 
     674,120 

 
   △   28,496

 

     小   計       702,616      674,120    △   28,496
      合   計     1,354,121    1,518,334     164,212
 

    ２．時価評価されていないその他有価証券               （単位：千円）  
 

内  容  連結貸借対照表計上額   

  非上場株式（店頭売買株式を除く）                                   50 
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税 効 果 会 計
 

  当連結会計年度（平成１８年３月３１日）   前連結会計年度（平成１７年３月３１日）
 

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

   主な原因別の内訳 

   繰延税金資産（流動） 

   貸倒引当金        1,597 千円

  事業税          1,776 

   賞与引当金        3,736 

  事業所税         1,689  

   回数券未着分                    101 

   小      計         8,901 

   繰延税金資産（固定） 

   投資有価証券評価損    11,539 

  ゴルフ会員券評価損    5,051 

   退職給付引当金      18,018 

   役員退職慰労引当金    26,930 

  繰延税金負債(固定)との相殺   △ 61,262 

   小      計           278 

   繰延税金資産合計      9,179 

   繰延税金負債（固定） 

   その他有価証券評価差額金  △130,367 

      関係会社に対する貸倒引当金△  1,500 

   繰延税金資産(固定)との相殺  61,262 

   繰延税金負債合計    △ 70,605 

   差引：繰延税金負債純額    △ 61,426  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人 

税等の負担率との差異の原因となった主 

な項目別の内訳 

  法定実効税率       40.56％ 

  （調整） 

  交際費等永久に損金に算入されない 

  項目            3.62 

  受取配当金等永久に益金に算入され 

ない項目         △ 1.57 

  その他            24.16 

  税効果会計適用後の法人税等の 

  負担率           66.77 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の 

   主な原因別の内訳 

   繰延税金資産（流動） 

   貸倒引当金         495 千円

  事業税          2,061 

   賞与引当金        3,856 

  事業所税         1,689  

   回数券未着分                      72 

   小      計         8,175 

   繰延税金資産（固定） 

   投資有価証券評価損    13,249 

  ゴルフ会員券評価損    5,051 

   退職給付引当金      26,615 

   役員退職慰労引当金    27,317 

    関係会社に対する貸倒引当金  △   385   

繰延税金負債(固定)との相殺  △ 66,604 

   小      計         5,245 

   繰延税金資産合計     13,420 

   繰延税金負債（固定） 

   その他有価証券評価差額金  △ 66,604 

   繰延税金資産(固定)との相殺  66,604 

   繰延税金負債合計      ― 

   差引：繰延税金資産純額     13,420  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人 

税等の負担率との差異の原因となった主 

な項目別の内訳 

  法定実効税率       40.56％ 

  （調整） 

  交際費等永久に損金に算入されない 

  項目            1.12 

  受取配当金等永久に益金に算入され 

ない項目         △ 0.28 

  その他          △ 0.69 

  税効果会計適用後の法人税等の 

  負担率           40.71 

 
 
 
 
 
            デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益
 
   該当事項はありません。 
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   連結決算発表（参考資料）                        平成１８年 ５月２３日 
 

１．次期の連結業績予想 平成１９年３月期（１８．４．１～１９．３．３１）                 中日本興業株式会社

   

                     （単位：百万円未満切捨） 
 

  売上高  営業利益  経常利益  当期利益

     中間期  １４０９    ４９    ５５    ３５

 

   通    期  ２８８２    ９３    ７１    ５１

 

 
 
 

２．連結期別売上高・収益（実績） 

                     （単位：百万円未満切捨） 
 

   期    別  売上高  営業利益  経常利益  当期利益

 平成１８年３月期  ２７０７  △ ２３    １９    １７

   １７年３月期  ２１２０    ４６    ９７    ５７

   １６年３月期  １６８８    ３２    ９３   ６６

   １５年３月期  １８４９    ２０    ６８  △ ３４

 

   
３．次期の個別業績予想 平成１９年３月期（１８．４．１～１９．３．３１）                    

                     （単位：百万円未満切捨） 

  売上高  営業利益  経常利益  当期利益

     中間期   ７１８    １３    ２７    １５

 

   通    期  １４９１    ２２    １４    １２

 

 

 

４．投資金額 

  （当期） 

    ＴＳＵＴＡＹＡフランチャイズ店買取      ２７５百万円 

    ピカデリー５，６のスクリーン交換工事他      １百万円    合計  ２７６百万円 
 

  （次期） 

    ミッドランド スクエア シネマの建築費     ３５０百万円 
 
 



５．　73期の主な作品 H17.4月～H18.3月

作品 監督 主演 公開日 内容

ハリー・ポッターと
炎のゴブレット

マイク・ニューウェル
ダニエル・ラドクリフ
ルパート・グリント

11月26日
魔法学校対抗戦がアクション満載に描かれる、大ヒットシリーズ第４作。

スター・ウォーズ
ジョージ・ルーカス

ユアン・マクレガー
ﾍｲﾃﾞﾝ･ｸﾘｽﾃﾝｾﾝ

7月9日
人気ｼﾘｰｽﾞの完結編。若きｱﾅｷﾝ･ｽｶｲｳｫｰｶｰがﾀﾞｰｽﾍﾞｲﾀﾞｰになるまでを描くＳＦ巨編。

洋 エピソード３/シスの復讐

ナルニア国物語
第１章/ﾗｲｵﾝと魔女

ｱﾝﾄﾞﾘｭｰ･ｱﾀﾞﾑｿﾝ
ジョージー・ヘンリー
ウィリアム・モーズリー

3月4日
Ｃ.Ｓ.ルイスの世界的童話を完全映画化したファンタジー。

白い魔女の支配下にあったナルニア国を救う子どもたちの物語。

宇宙戦争 ｽﾃｨｰﾌﾞﾝ･ｽﾋﾟﾙﾊﾞｰｸﾞ トム・クルーズ 6月29日
異星人の襲来に遭遇する人間たちを描く興奮と感動スペクタル巨編。

1953年に公開したリメイク版。

ﾁｬｰﾘｰとﾁｮｺﾚｰﾄ工場 ティム・バートン ジョニー・デップ 9月10日
バートン×デップの黄金コンビが放つ、世界的ﾍﾞｽﾄｾﾗｰ・夢のﾁｮｺﾚｰﾄ工場の映画化。

1971年「夢のチョコレート工場」に続いての2度目の映画化。

私の頭の中の消しゴム イ・ジェハン
チョン・ウソン
ソン・イェジン

10月22日
若年性アルツハイマーになった妻と献身的に支える夫の感涙のラブストーリー。

日本公開の韓国映画としては歴代興収ナンバー・１に。

画
四月の雪 ホ・ジノ

ペ・ヨンジュン
ソン・イェジン

9月17日
事故の被害者の夫と加害者の妻の不倫を美しい映像で描く。ヨン様主演作。

Ｓｈａｌｌ　ｗｅ　Ｄａｎｃｅ？ ピーター・チェルソム
リチャード・ギア
ジェニファー・ロペス

4月23日 大ヒットした日本版のハリウッドリメイク。

男たちの大和/YAMATO 佐藤純彌
反町隆史
中村獅童

12月17日
世界最大の戦艦・大和とともに沈み逝く男たちを描く感動巨編。

邦

亡国のイージス 阪本順治
真田広之
中井貴一

7月30日
福井晴敏のベストセラー小説を壮大なスケールで映画化した海洋サスペンス・アクション。

画
県庁の星 西谷弘

織田裕二
柴咲コウ

2月25日 県庁のキャリア公務員と三流スーパーのパート店員が繰り広げる痛快ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ・

ｻｸｾｽｽﾄｰﾘｰ。

ア
ニ
メ

ドラえもん　
渡辺歩

水田わさび
大原めぐみ

3月4日
新生「ドラえもん」としては初となる長編劇場公開版。劇場版第１作目のリメイク。

のび太の恐竜２００６

機動戦士Ｚガンダム
星を継ぐ者

富野由悠季
飛田展男
古谷徹

5月28日
人気のテレビシリーズにアレンジを加えた全3部作の第1作。



６．　74期の主な作品 H18.4月～H19.3月

作品 監督 主演 公開予定 内容

ダ・ヴィンチ・コード ロン・ハワード
トム・ハンクス
オドレイ・トトゥ

5月20日
ダ・ヴィンチの絵画に隠された秘密を解く、世界的ベストセラーの映画化した、

ミステリー大作。

洋
ポセイドン ｳｫﾙﾌｶﾞﾝｸﾞ･ﾍﾟｰﾀｰｾﾞﾝ カート・ラッセル 6月3日

転覆した豪華客船の遭難者たちの生き様を描く、「ﾎﾟｾｲﾄﾞﾝ･ｱﾄﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ」のリメイク。

Ｍ：i：Ⅲ J.J.エイブラムズ トム・クルーズ 7月8日
不可能を可能にするスパイたちの活躍を描くアクション・シリーズ第３弾。

ﾊﾟｲﾚｰﾂ･ｵﾌﾞ･ｶﾘﾋﾞｱﾝ
ﾃﾞｯﾄﾞﾏﾝｽﾞ･ﾁｪｽﾄ

ゴア・ヴァービンスキー
ジョニー・デップ

オーランド・ブルーム
7月22日

大ヒットシリーズ待望の第２弾。

カリブの海賊・ジャック・スパロウの活躍を描く超大作。

ｽｰﾊﾟｰﾏﾝ　ﾘﾀｰﾝｽﾞ ブライアン・シンガー
ブランドン・ルース
ケビン・スペイシー

８月
「スーパーマン」のリメイク。

ﾜｰﾙﾄﾞ･ﾄﾚｰﾄﾞｾﾝﾀｰ オリバー・ストーン ニコラス・ケイジ ９月
9.11のワールド・トレードセンタービルに救助に向かった実在の警察官の感動の物語。

画

硫黄島からの手紙 クリント・イーストウッド
渡辺謙
中村獅童

１２月
激戦の硫黄島の戦いを日本サイドから描く連作。

アメリカ版は「父親たちの星条旗」。

LIMIT OF LOVE 海猿 羽住英一郎
伊藤英明

5月6日
人命救助のエキスパートである潜水士を目指す若者の友情や挫折、恋愛をさわやかに

邦 加藤あい 描いた青春ドラマの続編。

明日の記憶 堤幸彦
渡辺謙

5月13日
「若年性アルツハイマー病」をテーマに、病を背負った働き盛りの男性と、彼を支える

樋口可南子 妻の絆を描いた感動作品。

画
日本沈没 樋口真嗣

草薙剛
柴咲コウ

7月15日
往年のリメイク。潜水艦乗組員とレスキュー隊員が日本を救うべく活躍する。

スペクタクル超大作。

ア
ニ
メ

ゲド戦記 宮崎吾朗
岡田准一
菅原文太

７月
世界３大ファンタジーを映画化。世界のバランスを崩す者の正体をつきとめるべく、

旅に出たゲドと、王子アレンの冒険を描く。



７．シネマコンプレックスの概要 
 
（１） 名  称 ：  ミッドランド スクエア シネマ 
（２） 経 営 会 社 ： 中日本興業株式会社／松竹株式会社 
（３） 所 在 地 ： 名古屋市中村区名駅四丁目７番１号 
            「ミッドランド スクエア」商業棟５階・６階 
（４） オープン時期 ： 平成１９年３月初旬 
（５） ロゴマーク ： ビルの明かりとフィルムを表現したロゴマークは、都会的で洗練された色使いとし、 

高級かつ上品にまとめました。 
（６） スクリーン数 ： ７スクリーン 
（７） 座 席 数 ： 総座席数 １，２７０席 
（８） コンセプト ： 豊かな時を過ごす、大人の社交場 

 
８．スーパー銭湯２号店の概要 
 

（１） 名  称 ： 松竹
まつたけ

温泉 天風の湯 
（２） 経 営 会 社 ： 株式会社Ｊｉ．Ｃｏｏ．（中日本興業株式会社１００％子会社） 
（３） 所 在 地 ： 江南市前飛保町地内（シキボウ江南 敷地内） 
            「ＶＩＡ ＭＡＬＬ アピタ江南西店」隣り 
（４） オープン時期 ： 平成１９年春 
（５） 地 積 ： ６２４１．８０㎡（１８８８．１４坪） 
（６） 店 舗 面 積 ： 約２，４００㎡（約７３０坪） 
（７） 特 徴 ： 天然温泉を掘削予定。食堂、マッサージ、理髪店、岩盤浴が併設 
（８） コンセプト ： 親しみと和み生まれる街のつどい場 
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